
担い手経営発展支援事業
【４５２（４６１）百万円】

（平成26年度補正予算との合計 ７６１百万円）

対策のポイント
効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の大宗を占め、それらの経営体が

安定的に経営発展していけるよう集落営農の組織化・農業経営の法人化を促

すとともに、担い手の円滑な経営継承等を促進します。

＜背景／課題＞

・担い手が安定的に経営発展していけるよう集落営農の組織化や農業経営の法人化を促

すとともに経営改善に向けた自己チェック等を定着させる必要があります。

・担い手の農地利用割合を高めていくためには、既に担い手に集積されている農地を確

実に次世代の担い手に円滑に継承していくことが不可欠です。

政策目標
○今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加

○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年まで）で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．集落営農の組織化・農業経営の法人化等の支援 ３０３（４４０）百万円

（平成26年度補正予算との合計 ６１２百万円）

集落営農の組織化（定額20万円）及び集落営農・複数個別経営の法人化（定額40

万円）等の取組を支援します。

また、法人経営に必要となる労務・財務管理の研修等を支援します。

２．経営指標による自己チェックの促進 １８（２０）百万円

農業者が「新たな農業経営指標」を活用して、経営改善に必要な取組の実施状況

や経営データの自己点検を行うことのできる経営改善実践システムの運用を行いま

す。

３．担い手の経営継承円滑化支援 １３１（－）百万円

経営継承に関する普及・啓発を行うとともに、専門家による相談・指導体制を整

備することにより、担い手の経営継承の円滑化を図ります。

委託費、補助率：定額、１／２

委託先、事業実施主体：都道府県、市町村、民間団体

［お問い合わせ先：経営局経営政策課 （０３－６７４４－０５７７）］

［平成27年度予算の概要］




